40人学級への後退を許さず35人学級の前進を求める職場要求決議
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10月27日、財務省は財政制度等審議会で、公立の小学校1年生で導入されている35人学級を従来の40人学級に戻すよう求める方針を提示しました。私たちは、この方針に反対し、小・中・高すべてにおいて35人学級を実現することを求めるものです。

現在、国が実施している小学校1年生の35人学級は、少人数学級によるゆきとどいた教育を願う全国の父母・教職員の切実な要望と国民的な運動により、国に先駆けて全国の自治体が独自の小中35人学級を実施する中で、2011年度にようやく制度化されたものです。その背景には、一人ひとりの子どもたちに寄り添い、その声をていねいに聞き取り、一人ひとりの発達の課題に応じてきめ細かい教育をと願う子ども・父母・教職員をはじめとした国民の声があります。そのことは、文科省調査の保護者の8割、教職員の9割が30人以下学級を望んでいるという結果を見ても明らかです。
　また、財務省は、「教員一人あたりの年間授業時数はＧ5平均の2割少ない」として教職員の削減を要求していますが、2014年6月25日に発表された、OECDの国際教員指導環境調査(TALIS)によれば、日本の教員の1週間あたりの勤務時間は53.9時間と参加国中最長となっており、授業以外に部活や事務作業に長い時間を費やしていることが明らかとなりました。子どもたちにていねいに向き合うためにも教職員を増員することと同時に、学級定員を少なくすることが必要です。そうしたことから、2011年に施行された改正義務教育標準法は、政府は小2から中3までの35人学級を順次改定すること、そのための安定した財源の確保に努めると付則に明記しています。
日本の公財政教育支出は、GDP比でOECD諸国の中で5年連続最下位のままです。OECD平均値との差も2007年の1.5ポイント(日本3.3％､OECD平均値4.8％)から2011年の1.8ポイント(日本3.8％、同平均値5.6％)へと開く一方です。教育への財政支出を確保し、教育条件を改善することは世界の趨勢です。日本も計画的な教育予算増により、OECD平均値並の公財政教育支出を実現すべきです。
以上のことから、私たちは下記の要求項目についての実現を強く求めます。
記
１、小学校1年生の「35人学級」を後退させず、小学校2年生以降に計画的に進めるための予算措置をすること。
２、教職員の多忙化を解消し、加配ではなく正規教職員による35人学級を実現するために、基礎定数を充実した標準法の改正を行うことができるよう教育予算を計画的に増やしていくこと。
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